
































1） 一般に TPPというと、米国を含む 12か国で政府間合意されたいわゆる「TPP12」を示すが、本稿では便宜的に、とくに明示し
ない限り TPP11と TPP12の両者を含めたものとして扱った。なお物品貿易の関税譲許に関しては、TPP11は TPP12で合意されて
いた内容を完全に踏襲し、一切の差がない。
2） 同様に、TPP11が日本にとって初めての特恵受益をもたらす締約国としては、他にカナダがある。
3） もっとも NZは、EPAによる特恵を待たず、貿易の自由化が非常に進んでいる国でもある。表 1からも、MFNベースで無税扱
いとなっている品目の比率が 6割近くに上っていることを読み取ることができる。こうした場合には、そもそも特恵を使う理由が
なくなる。
















ている。2018年 12月 30日に発効した TPP11に
基づき、NZは同日に 1年目の税率を、2日後の

































































































































































その年度（当年 4月～翌年 3月）別の平均件数だが、2011～ 2014年度では 14.2件だった。これが 2015～ 2017年度は 38.0件と、
2倍半以上に増えた。




11 ） 羽生田慶介氏は、2018年 7月の著作（参考文献参照）において、「関税 3％は法人税 30％に相当」と指摘している。ここで示さ
れた論理は、以下のようなものである。例えば価額 1万の商品を売ることができて 10％の利益率が上がったとして、30％の法人税
率がかけられると課税額は 300だ（10,000× 10％× 30％）。法人税は利益に対してかけられるため、このような計算になる。一方、
この商品に 3％の関税がかけられると、課税額はやはり 300（10,000× 3％）。関税が課される対象は、取引額そのものだからである。
すなわち、税率 3％というと大した負担でないようにも思えてくるが、企業が負担する公租公課の額として考えると 30％の法人
所得税と変わらないことになる。











































14 ） 現時点で TPP11を発効させているのは、メキシコ、日本、シンガポール、NZ、カナダ、オーストラリア、ベトナムとなっている。
なお NZの貿易統計では、少額ながら、再輸入品などが NZからの輸入として記録されているところ、これも除いて計上した。






























































 https://www.jetro go jp/biz/areareports/2019/4ec6dbf6a10c1660.html
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